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（百万円未満切捨て） 

１．19 年 9月中間期の連結業績（平成 19 年 4月 1日～平成 19 年 9月 30 日） 

（1）連結経営成績                                  （%表示は対前年中間期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益 

 百万円 % 百万円 % 百万円 % 百万円 %

19年9月中間期 5,075 (13.0) 232 (38.9) 207 (38.5) 135 (85.9)

18年9月中間期 4,491 (△2.4) 167 (△0.2) 149 (1.4) 73 (△63.1)

19 年 3 月期 9,589 － 394 － 352 － 173 －

 

 1 株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後 1 株当

たり中間(当期)純利益

 円  銭 円  銭

19年9月中間期 12 96 － － 

18年9月中間期 6 97 － － 

19 年 3 月期 16 55 － － 

（参考） 持分法投資損益 19年9月中間期 5 百万円 18年9月中間期 －百万円 19 年 3 月期 －百万円 
 
（2）連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 百万円 百万円 % 円  銭 

19年9月中間期 9,937  4,159 41.9  397 18 

18年9月中間期 9,557  3,959 41.4  377 87 

19 年 3 月期 10,000  4,102 41.0  391 62 

（参考） 自己資本 19年9月中間期 4,159 百万円 18 年 9 月中間期 3,959 百万円 19 年 3 月期 4,102 百万円
 
（3）連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活動に よる 
キャッシュ・フロー 

財 務 活動に よる 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高

 百万円 百万円 百万円 百万円

19年9月中間期 113  △126 △35  883

18年9月中間期 42  △115 △173  822

19 年 3 月期 363  △268 △230  933
 

２．配当の状況 

 1 株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期 末 年 間 

 円  銭 円 銭 円 銭 

19 年 3 月期 － － 7 50 7 50 

20年3月期(実績) － －  

20年3月期（予想）  7 50 
7 50 

 

 

３．20 年 3月期の連結業績予想（平成 19 年 4月 1日～平成 20 年 3月 31 日） 

（%表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

 百万円 % 百万円 % 百万円 % 百万円 % 円 銭

通 期 9,700 1.2 420 6.6 360 2.0 210 21.1 20 05 
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４．その他 

（1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 

（2）中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本となる 

重要な事項の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更   無 

② ①以外の変更          有 

（注）詳細は、15 ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

（3）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数 

（自己株式を含む） 
19 年 9 月中間期 10,500,000 株 18 年 9 月中間期 10,500,000株  19 年 3 月期 10,500,000 株 

② 期末自己株式 19 年 9 月中間期 26,350 株 18 年 9 月中間期 21,613 株  19 年 3 月期 23,560 株

（注）1株当たり中間(当期)純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、24 ページ「1株当たり情報」をご

覧ください。 

 

（参考）個別業績の概要 

１．19 年 9月中間期の個別業績（平成 19 年４月１日～平成 19 年 9月 30 日） 

（1）個別経営成績                                  （%表示は対前年中間期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益 

 百万円 % 百万円 % 百万円 % 百万円 %

19年9月中間期 5,029 (12.8) 222 (36.8) 198 (31.0) 129 (72.2)

18年9月中間期 4,460 (△2.7) 162 (1.3) 151 (4.5) 75 (△60.6)

19 年 3 月期 9,524 － 395 － 359 － 178 －
 

 1 株当たり中間 
( 当 期 ) 純 利 益 

潜在株式調整後 1 株当

たり中間(当期)純利益

 円 銭 円 銭 

19年9月中間期 12 34 － － 

18年9月中間期 7 16 － － 

19 年 3 月期 17 03 － － 

 

（2）個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 百万円 百万円 % 円  銭 

19年9月中間期 9,693  4,059 41.9  387 63 

18年9月中間期 9,421  3,893 41.3  371 55 

19 年 3 月期 9,823  4,039 41.1  385 60 

（参考） 自己資本 19年9月中間期 4,059 百万円 18 年 9 月中間期 3,893 百万円 19年3月期  4,039 百万円

 

２．20 年 3月期の個別業績予想（平成 19 年 4月 1日～平成 20 年 3月 31 日） 

（%表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

 百万円 % 百万円 % 百万円 % 百万円 % 円  銭

通 期 9,600 0.8 410 3.7 350 △2.5 200 12.1 19 09 

 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一

定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び

業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、３ページ「１.経営成績（1）経営成績の分析」をご覧ください。 
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１．経営成績 
（1） 経営成績に関する分析 

当連結会計年度上半期におけるわが国経済は、原油をはじめとする原材料価格の高騰や金利の上昇など

個人消費における先行き不透明感があるものの、海外経済の高成長に支えられた企業収益の改善を背景に、

設備投資の増加や雇用環境の改善が見られるなど、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。 

    この間、当社グループを取りまく経営環境は、主要取扱い品目である鉄鋼素材の国内総生産量の増加、

造船・プラント機器類も引き続き好調に推移いたしました。一方、企業間の競争激化による受注価格の低

迷傾向が続いており、依然として厳しい状況で推移いたしました。 

    このような情勢のもと、本年７月堺事業所新６号倉庫が竣工し、重量物機器等の保管、輸出梱包作業を

はじめ多目的倉庫として、設備の増強をはかるとともに、日立造船株式会社旧向島西工場跡地に設立さ

れましたＪＦＥ商事造船加工㈱の場内作業を受注するなど、新規事業の開拓にも積極的に取り組みました

結果、当連結会計年度上半期の営業収入は 50 億 75 百万円と前中間連結会計期間比 13.0％の増収となりま

した。 

    一方、利益面におきましては、厳しい料金競争や、長びく燃料費の高騰等の影響があったものの、営業

収入の増加や業務の効率化等により、経常利益は 2億 7 百万円と前中間連結会計期間比 38.5％の増益とな

りました。 

    また、中間純利益につきましては、投資有価証券の売却益 45 百万円を特別利益に計上したことにより、

1億 35 百万円と前中間連結会計期間比 85.9％の増益となりました。 

    業種別の営業の主な状況は次のとおりであります。 

    倉庫業、港湾荷役業は、鋼管、厚板、ステンレス線材の荷役保管作業が順調に推移したほか、大型プラ

ント機器や発電所向け循環水管・煙突部材の水切、横持作業等を受注するなど、その収入は 20 億 38 百万

円(前中間連結会計期間比 14.0％増）となりました。 

    陸運業は、発電所向け各種部材、ボイラー機器、各種鉄構製品等の輸送を着実に受注し、その収入は 12

億 94 百万円（前中間連結会計期間比 3.3％増）となりました。 

    海運業は、造船業界の活況にも支えられ、造船ブロック、船舶用エンジン等やプラント機器類の国内輸

送は引続き好調に推移し、また自社船による効率配船に努めたことにより、その収入は 13 億 76 百万円（前

中間連結会計期間比 24.0％増）となりました。 

    梱包業は、プレス機器等の梱包作業が一部減少しましたが、海外向けプラント機器、船舶用エンジン等

の受注が増加しましたので、その収入は 2億 5百万円（前中間連結会計期間比 3.3％増）となりました。 

    その他につきましては、保険代理店収入、配送センターの賃貸収入等、その収入は 1億 60 百万円（前中

間連結会計期間比 14.9％増）となりました。 

 

    今後の見通しにつきましては、企業収益の改善による民間設備投資の増加や、雇用情勢の改善を受けた

個人消費の増加など、民間需要に支えられた経済成長が持続し、景気は今後も緩やかな回復基調をたどる

ものと思われますが、原油や鋼材をはじめとする原材料価格の高騰等、不安要素もあり、企業を取りまく

経営環境は、なお楽観を許さない状況が続くものと予想されます。 

    当社グループといたしましては、このような情勢に対処するため、古紙取扱い事業の拡大、梱包工場の

新設、荷役作業における省力・省人機器導入によるコスト削減及び内部統制システム構築による業務改善

を図り、業績の向上と経営基盤の確立に最善の努力をいたす所存でございます。 

     通期の業績見通しといたしましては、売上高 97 億円、経常利益 3 億 60 百万円、当期純利益 2 億 10 百万

円を見込んでおります。 
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（2）財政状態に関する分析 

当中間連結会計期間の財政状態につきましては、資産合計は 9,937 百万円となり、前連結会計年度末に比

べ 63 百万円減少しました。これは主として、営業未収金が減少したことによるものであります。負債合計

は、前連結会計年度末に比べ 120 百万円減少の 5,777 百万円となりました。これは主として支払手形及び

営業未払金が減少したことによるものであります。 

また純資産の部の合計は利益剰余金の増加により前連結会計年度末に比べ 57 百万円増の 4,159 百万円と

なりました。 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ 49 百万円減少し 883 百万

円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果、増加した資金は 113 百万円（前中間連結会計期間比 72 百万円増）となりました。 

主な要因は、営業未収金回収による売上債権の減少による増加 170 百万円等があったことによるもの

であります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果、使用した資金は 126 百万円（前中間連結会計期間比 10 百万円減）となりました。 

主な要因は、倉庫増築等による有形固定資産の取得によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果、使用した資金は 35 百万円（前中間連結会計期間比 137 百万円増）となりました。 

主な要因は、倉庫増築資金の一部及び社債償還資金を長期借入金で調達したものの、借入金の返済及

び配当金の支払によるものであります。 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりです。 

 

 平成 17 年 9月期 平成 18 年 3月期 平成 18 年 9月期 平成 19 年 3月期 平成 19 年 9月期

自 己 資 本 比 率 42.3％  41.1％ 41.4％ 41.0％  41.9％

時 価 ベ ー ス の          

自 己 資 本 比 率 
35.3％  33.8％ 22.5％ 25.0％  23.6％

債 務 償 還 年 数 －年  21.9 年 36.7 年 8.4 年  13.7 年

イ ン タ レ ス ト ・          

カバレッジ・レシオ 
－倍  2.6 倍 1.7 倍 7.1 倍  4.0 倍

自己資本比率           ： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率     ： 株式時価総額／総資産 

債務償還年数           ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利息支払額 

（注） 1. いずれの指標も連結ベースの財務数値により算出しております。 

 2. 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出

しております。 

 3. 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャ

ッシュ・フローを使用しております。有利子負債は貸借対照表に計上されている社

債、借入金の合計額を対象としております。 

 4. 債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため

２倍しております。 

 

（3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

利益配分の方針につきましては、経営体質の強化を図るため内部留保の充実に努めるとともに、安定的

かつ継続的な配当を行うことを基本としております。内部留保金につきましては、主として保管能力向上

及び作業効率化のための設備投資並びに低燃費車両等の更新に活用し、企業の長期的な発展を図ることに

より株主各位のご期待に沿うよう努めてまいります。 

期末の配当につきましては、7円 50 銭を配当することを予想しております。 
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２．企業集団の状況 

 

当社の企業集団は、親会社である日立造船㈱、当社、子会社１社及び関連会社 1社で構成され、 

日立造船㈱は環境装置、プラント、機械及び原動機の製造業を主な事業とし、当社、子会社 1 社は、倉庫業、

港湾荷役業、陸上輸送業、海上輸送業及び梱包業を主な事業としております。 

また、関連会社１社は、鋳鍛製品、製缶品の製造販売を主な事業としております。 

なお、関連会社㈱シー・アンド・エフエンジニアリングは重要性が増加したため、当中間連結会計期間より

持分法を適用しております。 

  当社グループの事業に係わる位置づけは次の通りであります。 

倉庫業、港湾荷役業、梱包業 ------ 当社が行っております。 

陸上輸送業 ------ 当社のほか、大浪陸運㈱が行っております。 

海上輸送業 ------ 当社が行っております。 

鋳鍛製品、製缶品の製造販売業 ------ ㈱シー・アンド・エフエンジニアリングが行っております。 

また、当社は日立造船㈱から、資材、製品等の輸送を継続的に引受けております。 

 

 

  以上の関係を事業系統図で示すと次のとおりであります。 

 

得   意   先 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

当  社 

倉庫業及び港湾荷役業 

陸上輸送業 

海上輸送業 

梱 包 業 

その他事業 

 

 

 

 

 

 

 

(連結子会社)大浪陸運㈱ 

（持分法適用関連会社） 

㈱ｼｰ･ｱﾝﾄﾞ･ｴﾌｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

輸送業務 輸送業務 

陸上輸送業務 

（親会社） 

日 立 造 船 ㈱ 
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３．経 営 方 針 

（1） 会社の経営の基本方針 

当社グループは、物流業務を中心に顧客に満足いただける技術とサービスを提供し、社会に貢献するこ

とを基本理念としております。この基本理念のもと、当社は活発な事業活動を展開し、企業価値の向上に

努めてまいります。 

また、利益重視の確固たる経営基盤と変化に対応しえる柔軟な経営体質を築くため、「Ｈｉｔｚ日立造

船グループの物流一元化の拡充」「陸・海運事業の拡充」「輸出入通関業務の拡大」「安全最優先による顧

客からの信頼の向上」に重点を置いて経営を進めてまいります。 

 

（2） 目標とする経営指標 

上述の具体的なかたちを測るモノサシとして、当面の維持数値（連結ベース）を下記のとおり定めてお

ります。 

売上高経常利益率      ：  3.5％以上 

総資産経常利益率（ＲＯＡ） ： 年 3.5％以上 

 

（3）中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、物流事業を中核とした会社であるため、法規制等を遵守し、今後ますます厳しくなる

環境規制に対応するべく順次低公害・低燃費車両へシフトし、温暖化ガスの排出量削減に努め、環境保全

を図ります。また、倉庫部門におきましては、大型重量物の取扱いを拡大するとともに、作業の効率化、

保管能力向上のために設備を増強し、安全第一をモットーに取り組んでまいります。当社といたしまして

は、市況の変化に迅速に対応し、コーポレート・ガバナンスの充実、リスク管理の強化、コンプライアン

スをはじめとする内部統制システムの整備をし、部門間の情報交換の定着を図り、人材育成の強化等によ

り経営基盤を強化し、企業価値を高めてまいる所存であります。 

 

（4）会社の対処すべき課題 

当社グループは、本年７月堺事業所新６号倉庫が竣工したのを機に、大型重量物等の保管、大型輸出梱

包作業をはじめ多目的倉庫として効率的運営を進めるとともに、鶴町事業所の設備強化による古紙回収事

業を拡大し倉庫事業の新展開を進めてまいります。また、作業の効率化を図るべく設備の導入・更新や多

店舗化及びネットワークの拡大を着実に推進する等、積極的な事業施策を実施して、全社一丸となって業

績の向上と経営の安定に全力を尽くしております。 

なお、当社グループは環境マネジメントシステム（ＩＳＯ１４００１）の認証を受けており、地球環境

問題への取り組みが、当社グループの果たすべき重要課題であると認識し、経営方針のもと、物流を通じ

てお客様に満足いただけるサービスを提供するとともに、職員一人ひとりが汚染の予防、環境保全に努め

ています。 
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１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

 

  
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比

(％)
金額(百万円) 

構成比 

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％)

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

 １ 現金及び預金  935 996   1,046

 ２ 受取手形及び 

   営業未収金 
※６ 2,386 2,487   2,659

 ３ 繰延税金資産  104 105   116

 ４ その他  107 115   100

   貸倒引当金  △5 △3   △5

  流動資産合計  3,528 36.9 3,701 37.3  3,917 39.2

Ⅱ 固定資産    

 １ 有形固定資産 ※２   

  (1) 建物 ※３ 695 952   685

  (2) 船舶 ※３ 385 311   348

  (3) 土地 ※３ 4,047 4,047   4,047

  (4) その他  435 492   498

   有形固定資産合計  5,564 5,803   5,579

 ２ 無形固定資産  25 25   25

 ３ 投資その他の資産    

  (1) 投資有価証券 ※４ 324 308   362

  (2) その他  125 109   126

    貸倒引当金  △11 △11   △11

   投資その他の資産 

   合計 
 438 405   478

  固定資産合計  6,028 63.1 6,235 62.7  6,083 60.8

  資産合計  9,557 100.0 9,937 100.0  10,000 100.0
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前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比

(％)
金額(百万円) 

構成比 

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％)

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

 １ 支払手形及び営業未払金 ※６ 802 833   1,065

 ２ 短期借入金 ※３ 1,362 1,272   1,364

 ３ 一年内償還予定の社債 ※３ 300 480   780

 ４ 一年内返済予定の長期借入金 ※３ 118 187   118

 ５ 未払法人税等  94 117   147

 ６ 賞与引当金  229 236   246

 ７ 役員賞与引当金  7 7   13

 ８ その他 ※５ 156 341   185

  流動負債合計  3,070 32.1 3,474 34.9  3,920 39.2

Ⅱ 固定負債    

 １ 社債 ※３ 1,080 600   600

 ２ 長期借入金 ※３ 248 556   189

 ３ 繰延税金負債  368 341   341

 ４ 退職給付引当金  719 664   712

 ５ 役員退職慰労引当金  47 57   54

 ６ 船舶特別修繕引当金  12 18   15

 ７ 預り保証金  51 64   64

  固定負債合計  2,527 26.5 2,303 23.2  1,977 19.8

  負債合計  5,597 58.6 5,777 58.1  5,897 59.0

    

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金  525 525   525

 ２ 資本剰余金  112 112   112

 ３ 利益剰余金  3,230 3,418   3,331

 ４ 自己株式  △3 △4   △4

   株主資本合計  3,864 40.4 4,051 40.8  3,964 39.6

Ⅱ 評価・換算差額等    

   その他有価証券評価差額金  94 108   138

   評価・換算差額等合計  94 1.0 108 1.1  138 1.4

   純資産合計  3,959 41.4 4,159 41.9  4,102 41.0

   負債純資産合計  9,557 100.0 9,937 100.0  10,000 100.0
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② 【中間連結損益計算書】 

 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

百分比

(％)
金額(百万円) 

百分比 

(％) 
金額(百万円) 

百分比

(％)

Ⅰ 営業収入  4,491 100.0 5,075 100.0  9,589 100.0

Ⅱ 営業原価  3,551 79.1 4,070 80.2  7,648 79.8

   営業総利益  940 20.9 1,005 19.8  1,940 20.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 772 17.2 772 15.2  1,546 16.1

   営業利益  167 3.7 232 4.6  394 4.1

Ⅳ 営業外収益    

 １ 受取利息  0 0  0 

 ２ 受取配当金  3 2  4 

 ３ 団体保険配当金  2 0  2 

 ４ 為替差益  0 ―  ― 

 ５ 持分法投資利益  ― 5  ― 

 ６ 低公害車助成金  ― ―  3 

 ７ その他  5 12 0.3 4 12 0.2 9 20 0.2

Ⅴ 営業外費用    

 １ 支払利息  25 28  51 

 ２ その他  5 30 0.7 9 37 0.7 10 62 0.6

   経常利益  149 3.3 207 4.1  352 3.7

Ⅵ 特別利益    

 １ 固定資産売却益 ※２ ― ―  4 

 ２ 投資有価証券売却益  2 45  4 

 ３ 貸倒引当金戻入益  2 4 0.1 2 48 0.9 2 11 0.1

Ⅶ 特別損失    

   固定資産除却損 ※３ 12 12 0.3 ― ― ― 28 28 0.3

   税金等調整前 

   中間(当期)純利益 
 142 3.1 255 5.0  336 3.5

   法人税、住民税及び事業税  82 95  193 

   法人税等調整額  △12 69 1.5 24 119 2.3 △30 162 1.7

   中間(当期)純利益  73 1.6 135 2.7  173 1.8
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日) 

 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 525 112 3,249 △3 3,883

中間連結会計期間中の変動額  

 剰余金の配当(注) △78  △78

 役員賞与(注) △12  △12

 中間純利益 73  73

 自己株式の取得 △0 △0

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円) 
― ― △18 △0 △18

平成18年９月30日残高(百万円) 525 112 3,230 △3 3,864

 

評価・換算差額等 

 その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 113 113 3,996

中間連結会計期間中の変動額 

 剰余金の配当(注) △78

 役員賞与(注) △12

 中間純利益 73

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額) 
△18 △18 △18

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
△18 △18 △37

平成18年９月30日残高(百万円) 94 94 3,959

(注) 平成 18 年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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当中間連結会計期間(自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日) 

 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 525 112 3,331 △4 3,964

中間連結会計期間中の変動額  

 剰余金の配当 △78  △78

 中間純利益 135  135

 持分法適用会社の増加に伴う 

 利益剰余金の増加高 
30  30

 自己株式の取得 △0 △0

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
― ― 87 △0 86

平成19年９月30日残高(百万円) 525 112 3,418 △4 4,051

 

評価・換算差額等 

 その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 138 138 4,102

中間連結会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 △78

 中間純利益 135

 持分法適用会社の増加に伴う 

  利益剰余金の増加高 
30

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額) 
△29 △29 △29

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
△29 △29 57

平成19年９月30日残高(百万円) 108 108 4,159
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前連結会計年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 

 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 525 112 3,249 △3 3,883

連結会計年度中の変動額  

 剰余金の配当(注) △78  △78

 役員賞与(注) △12  △12

 当期純利益 173  173

 自己株式の取得 △0 △0

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円) 
― ― 82 △0 81

平成19年３月31日残高(百万円) 525 112 3,331 △4 3,964

 

評価・換算差額等 

 その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 113 113 3,996

連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当(注) △78

 役員賞与(注) △12

 当期純利益 173

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の連結 

 会計年度中の変動額(純額) 
24 24 24

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円) 
24 24 105

平成19年３月31日残高(百万円) 138 138 4,102

(注) 平成 18 年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日)

区分 
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

 １ 税金等調整前中間(当期)純利益  142 255 336

 ２ 減価償却費  107 126 226

 ３ 賞与引当金の増減額(△は減少)  △6 △10 10

 ４ 貸倒引当金の減少額  △0 △1 △0

 ５ 退職給付引当金の増減額(△は減少)  7 △47 0

 ６ 役員退職慰労引当金の増加額  7 3 14

 ７ 役員賞与引当金の増減額(△は減少)  7 △5 13

 ８ 船舶特別修繕引当金の増加額  3 3 6

 ９ 受取利息及び受取配当金  △3 △2 △5

 10 支払利息  25 28 51

 11 投資有価証券及び有形固定資産売却益  △1 △45 △12

 12 売上債権の増減額(△は増加)  △90 170 △362

 13 仕入債務の増減額(△は減少)  △5 △168 260

14 持分法投資利益  ― △5 ―

 15 役員賞与の支払額  △12 ― △12

 16 その他  △36 △35 25

    小計  141 266 551

 17 利息及び配当金の受取額  3 6 5

 18 利息の支払額  △25 △28 △51

 19 法人税等の支払額  △77 △130 △141

   営業活動によるキャッシュ・フロー  42 113 363

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

 １ 投資有価証券の取得による支出  △33 △0 △78

 ２ 投資有価証券の売却による収入  46 90 79

 ３ 有形固定資産の取得による支出  △146 △233 △300

 ４ 有形固定資産の売却による収入  2 0 11

 ５ 預り保証金受入による収入  ― ― 13

 ６ 団体保険満期による収入  7 16 6

 ７ その他  7 ― △0

   投資活動によるキャッシュ・フロー  △115 △126 △268

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 短期借入による収入  479 280 939

 ２ 短期借入金の返済による支出  △514 △372 △972

 ３ 長期借入による収入  ― 500 ―

 ４ 長期借入金の返済による支出  △59 △64 △118

 ５ 社債償還による支出  ― △300 ―

 ６ 自己株式の取得による支出  △0 △0 △0

 ７ 配当金の支払額  △78 △78 △78

   財務活動によるキャッシュ・フロー  △173 △35 △230

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  0 △0 △0

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額  △246 △49 △135

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高  1,068 933 1,068

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※1 822 883 933
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 連結子会社は、大浪陸運㈱１社で

あります。 

１ 連結の範囲に関する事項 

同左 

１ 連結の範囲に関する事項 

同左 

   

２ 持分法の適用に関する事項 

 関連会社(２社)に対する投資につ

いては、中間純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が小さく重要性が乏

しいので持分法を適用せず、原価法

により評価しております。 

 なお、関連会社は坂田汽船㈱、㈱

シー・アンド・エフエンジニアリン

グであります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 持分法適用の関連会社は、㈱シ

ー・アンド・エフエンジニアリング

１社であります。 

 なお、㈱シー・アンド・エフエン

ジニアリングは、重要性が増加した

ことから、当中間連結会計期間より

持分法適用の関連会社に含めること

としております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 関連会社(１社)に対する投資につ

いては当期純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が小さく重要性が乏し

いので持分法を適用せず、原価法に

より評価しております。 

 関連会社は㈱シー・アンド・エフ

エンジニアリングであります。 

 なお、関連会社であった坂田汽船

㈱は株式を売却したことにより、関

連会社に該当しなくなりました。 

   

３ 連結子会社の中間決算日等に関す

る事項 

 連結子会社の中間決算日は中間連

結決算日と一致しております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関す

る事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関する

事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算

日と同じく３月31日であります。 

   

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

  ① 有価証券 

    満期保有目的の債券 

     償却原価法(定額法) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

  ① 有価証券 

    満期保有目的の債券 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

  ① 有価証券 

    満期保有目的の債券 

同左 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

 中間連結会計期間末日の

市場価格等に基づく時価法 

 (評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定) 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

同左 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等

に基づく時価法 

 (評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定) 

     時価のないもの 

      移動平均法による原価法 

     時価のないもの 

同左 

     時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

    最終仕入原価法 

  ② たな卸資産 

同左 

  ② たな卸資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

  ① 有形固定資産 

    定率法 

    ただし、船舶及び平成10年４

月１日以降取得した建物(附属

設備を除く)については定額法

を採用しております。 

    なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築物 ３～65年

機械装置及び 

運搬具 
２～17年

 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

  ① 有形固定資産 

    定率法 

    ただし、船舶及び平成10年４

月１日以降取得した建物(附属

設備を除く)については定額法

を採用しております。 

    なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築物 ３～65年

機械装置及び 

運搬具 
２～17年

 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

  ① 有形固定資産 

    定率法 

    ただし、船舶及び平成10年４

月１日以降取得した建物(附属

設備を除く)については定額法

を採用しております。 

    なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築物 ３～65年

機械装置及び 

運搬具 
２～17年
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前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

 （会計方針の変更） 
法人税法の改正（（所得税法等
の一部を改正する法律 平成19
年３月30日 法律第６号）及び
（法人税法施行令の一部を改正
する政令 平成19年３月30日
政令第83号））に伴い、平成19年
４月１日以降に取得する有形固
定産の減価償却費については、改
正後の法人税法に基づく方法に
変更しております。 
この変更に伴い、前中間連結会
計期間と同一の方法によった場
合と比べ、営業利益、経常利益、
税金等調整前中間純利益がそれ
ぞれ3百万円減少しております。

（追加情報） 
平成19年３月31日以前に取得
したものについては、償却可能限
度額まで償却が終了した翌連結
会計年度から５年間で均等償却
する方法によっております。 
この変更に伴い、前中間連結会
計期間と同一の方法によった場
合と比べ、営業利益、経常利益、
税金等調整前中間純利益がそれ
ぞれ8百万円減少しております。

 

  ② 無形固定資産 
    定額法 

  ② 無形固定資産 
同左 

  ② 無形固定資産 
同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 
  ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失にそ
なえるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しておりま
す。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 
  ① 貸倒引当金 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 
  ① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 
 従業員賞与の支給にそなえる
ため、支給見込額を計上してお
ります。 

  ② 賞与引当金 
同左 

  ② 賞与引当金 
同左 

  ③ 役員賞与引当金 
 役員に対して支給する賞与に
そなえるため、当連結会計年度
における支給見込額に基づき、
当中間連結会計期間に見合う額
を計上しております。 
（会計方針の変更） 
 当中間連結会計期間より「役
員賞与に関する会計基準」（企業
会計基準委員会 平成17年11月
29日 企業会計基準第4号）を適
用しております。 
 これにより営業利益、経常利
益及び税金等調整前中間純利益
は7百万円減少しております。 

  ③ 役員賞与引当金 
 役員に対して支給する賞与に
そなえるため、当連結会計年度
における支給見込額に基づき、
当中間連結会計期間に見合う額
を計上しております。 

  ③ 役員賞与引当金 
 役員に対して支給する賞与に
そなえるため、当連結会計年度
における支給見込額に基づき、
当連結会計年度に見合う額を計
上しております。 
（会計方針の変更） 
 当連結会計年度より「役員賞
与に関する会計基準」（企業会計
基準委員会 平成17年11月29日
企業会計基準第4号）を適用して
おります。 
 これにより営業利益、経常利
益及び税金等調整前当期純利益
は13百万円減少しております。 
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前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付の支給にそ

なえるため、当連結会計年度末

における退職給付債務の見込額

に基づき、当中間連結会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

 数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間内の一定の年数(10年)による

定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度より

費用処理しております。 

  ④ 退職給付引当金 

同左 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付の支給にそ

なえるため、当連結会計年度末

における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数(10年)に

よる定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度

より費用処理しております。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給にそな

えて、役員退職金内規に基づく

中間連結会計期間末基本退職金

額を計上しております。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給にそな

えて、役員退職金内規に基づく

連結会計年度末基本退職金額を

計上しております。 

  ⑥ 船舶特別修繕引当金 

 船舶の定期的な検査改修に要

する費用にそなえるため、改修

費の見積額の当中間連結会計期

間対応額を計上しております。 

  ⑥ 船舶特別修繕引当金 

同左 

  ⑥ 船舶特別修繕引当金 

 船舶の定期的な検査改修に要

する費用にそなえるため、改修

費の見積額の当連結会計年度対

応額を計上しております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5) その他 

  ① 消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。 

 (5) その他 

  ① 消費税等の会計処理 

同左 

 (5) その他 

  ① 消費税等の会計処理 

同左 

  ② 税額計算における固定資産圧

縮積立金の取扱い 

 税額及び法人税等調整額は、

当連結会計年度における租税特

別措置法の規定に基づく固定資

産圧縮積立金の積立及び取崩を

前提として、当中間連結会計期

間に係る金額を計算しておりま

す。 

  ② 税額計算における固定資産圧

縮積立金の取扱い 

     同左 

  ②  ――――― 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期の到来する流

動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ価格の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

同左 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は3,959百万円でありま

す。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間

連結財務諸表は、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しております。 

  

――――― 

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等） 

 当連結会計年度から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は4,102百万円でありま

す。 

 連結財務諸表規則の改正により、当

連結会計年度における連結財務諸表

は、改正後の連結財務諸表規則により

作成しております。 

 

表示方法の変更 

 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

 

――――― 

（中間連結貸借対照表） 

前中間連結会計期間まで「支払手形及び営業未払金」

に含めて表示しておりました設備支払手形（当中間連結

会計期間末166百万円）は、負債純資産合計の100分の1を

超えたため、当中間連結会計期間より流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

なお、前中間連結会計期間末の「支払手形及び営業未

払金」に含まれる設備支払手形は66百万円であります。
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注記事項 
(中間連結貸借対照表関係) 
 

前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 

(平成19年３月31日) 

 １ 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形 

裏書譲渡高 
352百万円

 

 １ 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形 

裏書譲渡高 
483百万円

 

 １ 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形 

裏書譲渡高 
345百万円

 
※２ 有形固定資産減価償却累計額 

3,486百万円 

※２ 有形固定資産減価償却累計額 

3,536百万円

※２ 有形固定資産減価償却累計額 

3,435百万円

※３ 担保資産及び担保付債務 

下記の有形固定資産について抵

当権及び根抵当権を設定してお

ります。 

  (担保資産) 

土地 2,404百万円 

建物 228百万円 

船舶 228百万円 

合計 2,860百万円 

  (担保付債務) 

   (抵当権に係るもの) 

社債 480百万円 

一年内償還 

予定の社債 
300百万円 

長期借入金 94百万円 

一年内返済 

予定の長期 

借入金 

50百万円 

合計 925百万円 

   (根抵当権に係るもの) 

社債 600百万円

長期借入金 154百万円

一年内返済 

予定の長期 

借入金 

67百万円

短期借入金 918百万円

合計 1,740百万円

但し、根抵当権の極度額は800百

万円であります。 

※３ 担保資産及び担保付債務 

下記の有形固定資産について抵

当権及び根抵当権を設定してお

ります。 

  (担保資産) 

土地 2,404百万円

建物 501百万円

船舶 178百万円

合計 3,084百万円

  (担保付債務) 

   (抵当権に係るもの) 

一年内償還 

予定の社債 
480百万円

長期借入金 301百万円

一年内返済 

予定の長期 

借入金 

93百万円

合計 874百万円

   (根抵当権に係るもの) 

社債 600百万円

長期借入金 255百万円

一年内返済 

予定の長期 

借入金 

94百万円

短期借入金 922百万円

合計 1,871百万円

但し、根抵当権の極度額は800

百万円であります。 

※３ 担保資産及び担保付債務 

下記の有形固定資産について抵

当権及び根抵当権を設定してお

ります。 

  (担保資産) 

土地 2,404百万円

建物 220百万円

船舶 203百万円

合計 2,828百万円

  (担保付債務) 

   (抵当権に係るもの) 

一年内償還 

予定の社債 
780百万円

長期借入金 69百万円

一年内返済 

予定の長期 

借入金 

50百万円

合計 899百万円

   (根抵当権に係るもの) 

社債 600百万円

長期借入金 120百万円

一年内返済 

予定の長期 

借入金 

68百万円

短期借入金 914百万円

合計 1,702百万円

但し、根抵当権の極度額は800百

万円であります。 

※４ このうち大阪市市債6百万円を

土地賃借契約保証金として大阪

市へ供託しております。 

投資有価証券 6百万円
 

※４ このうち大阪市市債6百万円を

土地賃借契約保証金として大阪

市へ供託しております。 

投資有価証券 6百万円
 

※４ このうち大阪市市債6百万円を

土地賃借契約保証金として大阪

市へ供託しております。 

投資有価証券 6百万円
 

※５ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ流動負債「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

※５ 消費税等の取扱い 

同左 

※５   ――――― 

※６ 中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しており

ます。 

 なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高に含まれております。 

受取手形 7百万円
 

※６ 中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しており

ます。 

 なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高に含まれております。 

受取手形 20百万円

支払手形 27百万円
 

※６ 連結会計年度末日満期手形の会

計処理については、手形交換日

をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当連結会計年度末日が

金融機関の休日であったため、

次の連結会計年度末日満期手形

が、連結会計年度末残高に含ま

れております。 

受取手形 18百万円

支払手形 6百万円
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(中間連結損益計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額 

従業員給与 

及び手当 
294百万円

福利厚生費 75百万円

賞与引当金 

繰入額 
115百万円

役員賞与引当

金繰入額 
7百万円

役員退職慰労 

引当金繰入額 
7百万円

退職給付費用 26百万円
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額 

従業員給与 

及び手当 
271百万円

福利厚生費 74百万円

賞与引当金 

繰入額 
138百万円

役員賞与引当

金繰入額 
7百万円

役員退職慰労

引当金繰入額
7百万円

退職給付費用 28百万円
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額 

従業員給与 

及び手当 
664百万円

福利厚生費 161百万円

賞与引当金 

繰入額 
154百万円

役員賞与引当

金繰入額 
13百万円

役員退職慰労 

引当金繰入額 
14百万円

退職給付費用 49百万円
 

※２   ――――― ※２   ――――― ※２ 固定資産売却益の主な内訳 

機械装置 

及び運搬具 
4百万円

 

※３ 固定資産除却損の主な内訳 

建物 9百万円

解体費用 2百万円

合計 12百万円
 

※３   ―――――  

 

※３ 固定資産除却損の主な内訳 

建物 18百万円

その他 2百万円

解体費用 7百万円

合計 28百万円
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(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 10,500 ― ― 10,500

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 19 2 ― 21

 

（変動事由の概要） 

増加の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   2 千株 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。  

 

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 78 7.50 平成18年３月31日 平成18年６月30日

 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

     該当事項はありません。  

 

 

当中間連結会計期間（自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 10,500 ― ― 10,500

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 23 2 ― 26

 

（変動事由の概要） 

増加の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   2 千株 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

     該当事項はありません。  

 

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 78 7.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日

 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

     該当事項はありません。  
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前連結会計年度（自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(千株) 10,500 ― ― 10,500

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(千株) 19 4 ― 23

 

（変動事由の概要） 

増加の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   4 千株 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。  

 

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 78 7.50 平成18年３月31日 平成18年６月30日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(百万円) 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 78 7.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日

 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記して

いる科目の金額との関係 

現金及び預金 935百万円

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
△113百万円

現金及び現金同等物 822百万円

  

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記して

いる科目の金額との関係 

現金及び預金 996百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△113百万円

現金及び現金同等物 883百万円

  

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記している科目

の金額との関係 

現金及び預金 1,046百万円

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
△113百万円

現金及び現金同等物 933百万円
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(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成 18 年９月 30 日) 

１ 時価のある有価証券 

 

区分 
中間連結貸借 

対照表計上額(百万円)

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 

地方債 6 6 △0

区分 
取得原価 

(百万円) 

中間連結貸借 

対照表計上額(百万円)

差額 

(百万円) 

(2) その他有価証券 

① 株式 60 196 136

② 債券 

その他 13 36 22

計 73 232 159

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 

内容 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

関連会社株式 21

その他有価証券 

非上場株式 64

 

当中間連結会計期間末(平成 19 年９月 30 日) 

１ 時価のある有価証券 

 

区分 
中間連結貸借 

対照表計上額(百万円)

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 

地方債 6 6 △0

区分 
取得原価 

(百万円) 

中間連結貸借 

対照表計上額(百万円)

差額 

(百万円) 

(2) その他有価証券 

① 株式 34 150 115

② 債券 ― ― ―

③ その他 13 36 23

計 48 187 138

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 

内容 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

関連会社株式 50

その他有価証券 

非上場株式 64
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前連結会計年度末(平成 19年３月 31日) 
１ 時価のある有価証券 

 

区分 
連結貸借対照表 

計上額(百万円) 

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 

地方債 6 6 △0

区分 
取得原価 

(百万円) 

連結貸借対照表 

計上額(百万円) 

差額 

(百万円) 

(2) その他有価証券 

① 株式 60 216 156

② 債券 ― ― ―

③ その他 32 56 24

計 92 273 180

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 

内容 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

関連会社株式 18

その他有価証券 

非上場株式 64

 

 (セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日)、当中間連結会計期間(自 平成 19 年４月１日 至 平

成 19 年９月 30 日)及び前連結会計年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 

当社及び連結子会社は、倉庫・港湾荷役・運送業・梱包業(以下倉庫業等という。)とその他の事業を行っていますが、このう

ち倉庫業等の連結売上高及び営業利益は、いずれも全セグメントに占める割合が 90％超であるため、事業の種類別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日)、当中間連結会計期間(自 平成 19 年４月１日 至 平

成 19 年９月 30 日)及び前連結会計年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 

在外連結子会社及び在外支店がないので開示しておりません。 

 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日) 

海外売上高がないので開示しておりません。 

 

当中間連結会計期間(自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日) 

海外売上高が連結売上高の 10％未満であるため記載を省略しております。 

 
前連結会計年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日) 

海外売上高が連結売上高の 10％未満であるため記載を省略しております。 
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(１株当たり情報) 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 377.87円 １株当たり純資産額 397.18円 １株当たり純資産額 391.62円
１株当たり中間純利益 6.97円 １株当たり中間純利益 12.96円 １株当たり当期純利益 16.55円
なお、潜在株式調整後１株当たり中間純
利益については、潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益については、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。 

(注) 算定上の基礎 
１.１株当たり純資産額 

 
前中間連結会計期間
(平成18年９月30日末)

当中間連結会計期間 
(平成19年９月30日末) 

前連結会計年度 
(平成19年３月31日)

中間連結連結貸借対照表及び連結貸借対照表の
純資産の部の合計額(百万円) 

3,959 4,159 4,102 

普通株式に係る純資産額(百万円) 3,959 4,159 4,102 

普通株式の発行済株式数(千株) 10,500 10,500 10,500 

普通株式の自己株式数(千株) 21 26 23 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通 
株式の数(千株) 

10,478 10,473 10,476 

 
２.１株当たり中間（当期）純利益 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益(百万円) 73 135 173

普通株主に帰属しない金額(百万円)  － － －

普通株式に係る中間(当期)純利益(百万円) 73 135 173

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,479 10,475 10,478

 

（開示の省略） 

リース取引、デリバティブ取引、ストック・オプション等、企業結合等に関する注記については、中間決算短信における開示

の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 

  
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比 

(％) 
金額(百万円)

構成比

(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

 １ 現金及び預金  890 882  981 

 ２ 受取手形 ※６ 568 724  578 

 ３ 営業未収金  1,806 1,744  2,062 

 ４ たな卸資産  7 10  15 

 ５ 繰延税金資産  96 97  107 

 ６ その他  96 101  78 

   貸倒引当金  △5 △3  △5 

   流動資産合計  3,460 36.7 3,557 36.7  3,818 38.9

Ⅱ 固定資産    

 １ 有形固定資産 ※２   

  (1) 建物 ※３ 695 952  685 

  (2) 機械装置  203 237  182 

  (3) 船舶 ※３ 385 311  348 

  (4) 土地 ※３ 4,047 4,047  4,047 

  (5) その他  130 153  204 

   有形固定資産合計  5,462 5,702  5,468 

 ２ 無形固定資産  24 24  24 

 ３ 投資その他の資産    

  (1) 投資有価証券 ※４ 363 314  401 

  (2) その他  121 105  121 

    貸倒引当金  △11 △11  △11 

   投資その他の資産合計  473 408  512 

   固定資産合計  5,961 63.3 6,135 63.3  6,005 61.1

   資産合計  9,421 100.0 9,693 100.0  9,823 100.0

    



㈱オーナミ （9317） 平成 20年 3月期中間決算短信 

 - 26 -

 

  
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比 

(％) 
金額(百万円)

構成比

(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

 １ 支払手形  313 252  335 

 ２ 営業未払金  587 531  798 

 ３ 短期借入金 ※３ 1,268 1,272  1,260 

 ４ 一年内償還予定の社債 ※３ 300 480  780 

 ５ 一年内返済予定の長期借入金 ※３ 118 187  118 

 ６ 未払法人税等  92 113  145 

 ７ 賞与引当金  210 212  226 

 ８ 役員賞与引当金  7 7  13 

 ９ その他 ※５ 116 284  144 

   流動負債合計  3,014 32.0 3,341 34.5  3,820 38.9

Ⅱ 固定負債    

 １ 社債 ※３ 1,080 600  600 

 ２ 長期借入金 ※３ 248 556  189 

 ３ 繰延税金負債  368 341  341 

 ４ 退職給付引当金  705 653  698 

 ５ 役員退職慰労引当金  47 57  54 

 ６ 船舶特別修繕引当金  12 18  15 

 ７ 預り保証金  51 64  64 

   固定負債合計  2,513 26.7 2,292 23.6  1,963 20.0

   負債合計  5,527 58.7 5,633 58.1  5,784 58.9

           

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金  525 525   525

 ２ 資本剰余金    

  (1) 資本準備金  112 112  112 

   資本剰余金合計  112 112   112

 ３ 利益剰余金    

  (1) 利益準備金  131 131  131 

  (2) その他利益剰余金    

   圧縮特別勘定積立金  118 92  92 

   固定資産圧縮積立金  807 823  823 

   別途積立金  1,046 1,046  1,046 

   繰越利益剰余金  1,060 1,225  1,174 

   利益剰余金合計  3,164 3,318   3,268

 ４ 自己株式  △3 △4   △4

   株主資本合計  3,798 40.3 3,951 40.8  3,901 39.7

Ⅱ 評価・換算差額等    

   その他有価証券評価差額金  94 108   138

   評価・換算差額等合計  94 1.0 108 1.1  138 1.4

   純資産合計  3,893 41.3 4,059 41.9  4,039 41.1

   負債純資産合計  9,421 100.0 9,693 100.0  9,823 100.0
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② 【中間損益計算書】 

 

  

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 

要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

区分 
注記 

番号 
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比 

(％) 
金額(百万円)

百分比

(％)

Ⅰ 営業収入  4,460 100.0 5,029 100.0  9,524 100.0

Ⅱ 営業原価  3,595 80.6 4,102 81.6  7,723 81.1

   営業総利益  865 19.4 927 18.4  1,801 18.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費  702 15.8 704 14.0  1,406 14.8

   営業利益  162 3.6 222 4.4  395 4.1

Ⅳ 営業外収益 ※１ 18 0.4 13 0.3  24 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２ 29 0.6 37 0.7  60 0.6

   経常利益  151 3.4 198 4.0  359 3.8

Ⅵ 特別利益    

 １ 固定資産売却益 ※４ ― ―  4 

 ２ 投資有価証券売却益  2 45  4 

 ３ 貸倒引当金戻入益  2 4 0.1 2 47 0.9 2 11 0.1

Ⅶ 特別損失    

   固定資産除却損 ※５ 12 12 0.3 ― ― ― 28 28 0.3

   税引前中間(当期)純利益  143 3.2 245 4.9  342 3.6

   法人税、住民税及び事業税  82 94  193 

   法人税等調整額  △13 68 1.5 22 116 2.3 △29 163 1.7

   中間(当期)純利益  75 1.7 129 2.6  178 1.9
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③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日) 

 

株主資本 

資本剰余金  
資本金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 525 112 112 

中間会計期間中の変動額  

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
― ― ― 

平成18年９月30日残高(百万円) 525 112 112 

 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金  

利益準備金 圧縮特別

勘定積立金

固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金 

利益剰余金 

合計 

自己株式
株主資本

合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 131 39 775 1,046 1,187 3,180 △3 3,814

中間会計期間中の変動額    

 剰余金の配当(注)  △78 △78 △78

 役員賞与(注)  △12 △12 △12

 中間純利益  75 75 75

 自己株式の取得    △0 △0

 圧縮特別勘定積立金の積立(注)  118 △118 ― ―

 固定資産圧縮積立金の積立(注)  37 △37 ― ―

 圧縮特別勘定積立金の取崩(注)  △39 39 ― ―

 固定資産圧縮積立金の取崩(注)  △5 5 ― ―

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
― 79 32 ― △127 △16 △0 △16

平成18年９月30日残高(百万円) 131 118 807 1,046 1,060 3,164 △3 3,798

 

評価・換算差額等 

 その他有価証券

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 113 113 3,928

中間会計期間中の変動額 

 剰余金の配当(注) △78

 役員賞与(注) △12

 中間純利益 75

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 
△18 △18 △18

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
△18 △18 △35

平成18年９月30日残高(百万円) 94 94 3,893

(注) 平成 18 年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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当中間会計期間(自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日) 

 

株主資本 

資本剰余金  
資本金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 525 112 112 

中間会計期間中の変動額  

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
― ― ― 

平成19年９月30日残高(百万円) 525 112 112 

 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金  

利益準備金 圧縮特別

勘定積立金

固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金 

利益剰余金 

合計 

自己株式
株主資本

合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 131 92 823 1,046 1,174 3,268 △4 3,901

中間会計期間中の変動額    

 剰余金の配当  △78 △78 △78

 中間純利益  129 129 129

 自己株式の取得    △0 △0

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
― ― ― ― 50 50 △0 50

平成19年９月30日残高(百万円) 131 92 823 1,046 1,225 3,318 △4 3,951

 

評価・換算差額等 

 その他有価証券

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 138 138 4,039

中間会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 △78

 中間純利益 129

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 
△29 △29 △29

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
△29 △29 20

平成19年９月30日残高(百万円) 108 108 4,059
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前事業年度(自 平成 18年４月１日 至 平成 19年３月 31日) 
 

株主資本 

資本剰余金  
資本金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 525 112 112 

事業年度中の変動額  

事業年度中の変動額合計 

(百万円) 
― ― ― 

平成19年３月31日残高(百万円) 525 112 112 

 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金  

利益準備金 圧縮特別

勘定積立金

固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金 

利益剰余金 

合計 

自己株式
株主資本

合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 131 39 775 1,046 1,187 3,180 △3 3,814

事業年度中の変動額    

 剰余金の配当(注)  △78 △78 △78

 役員賞与(注)  △12 △12 △12

 当期純利益  178 178 178

 自己株式の取得    △0 △0

 圧縮特別勘定積立金の積立(注)  118 △118 ― ―

 固定資産圧縮積立金の積立(注)  37 △37 ― ―

 圧縮特別勘定積立金の取崩(注)  △39 39 ― ―

 固定資産圧縮積立金の取崩(注)  △5 5 ― ―

 圧縮特別勘定積立金の取崩  △26 26 ― ―

 固定資産圧縮積立金の積立  26 △26 ― ―

 固定資産圧縮積立金の取崩  △10 10 ― ―

事業年度中の変動額合計 
(百万円) 

― 52 47 ― △12 87 △0 86

平成19年３月31日残高(百万円) 131 92 823 1,046 1,174 3,268 △4 3,901

 

評価・換算差額等 

 その他有価証券

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 113 113 3,928

事業年度中の変動額 

 剰余金の配当(注) △78

 役員賞与(注) △12

 当期純利益 178

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額) 
24 24 24

事業年度中の変動額合計 

(百万円) 
24 24 111

平成19年３月31日残高(百万円) 138 138 4,039

(注) 平成 18 年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 
   満期保有目的の債券 
    償却原価法(定額法) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 
   満期保有目的の債券 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 
   満期保有目的の債券 

同左 

   子会社株式及び関連会社株式 
    移動平均法による原価法 

   子会社株式及び関連会社株式 
同左 

   子会社株式及び関連会社株式 
同左 

   その他有価証券 
   ① 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に
基づく時価法 
 (評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定して
おります。) 

   その他有価証券 
   ① 時価のあるもの 

同左 

   その他有価証券 
   ① 時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に
基づく時価法 
 (評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定して
おります。) 

   ② 時価のないもの 
     移動平均法による原価法 

   ② 時価のないもの 
同左 

   ② 時価のないもの 
同左 

 (2) たな卸資産 
   材料及び貯蔵品 
    最終仕入原価法 

 (2) たな卸資産 
   材料及び貯蔵品 

同左 

 (2) たな卸資産 
   材料及び貯蔵品 

同左 
２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 
   定率法 
 ただし、船舶及び平成10年４月
１日以降取得した建物(附属設備
を除く)については定額法を採用
しております。 

   なお、主な耐用年数は次のとお
りであります。 

建物 ３～65年

機械装置 ２～17年

船舶 ６～７年
 

２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 
   定率法 
 ただし、船舶及び平成10年４月
１日以降取得した建物(附属設備
を除く)については定額法を採用
しております。 

   なお、主な耐用年数は次のとお
りであります。 

建物 ３～65年

機械装置 ２～17年

船舶 ６～７年

（会計方針の変更） 
法人税法の改正（（所得税法等の一

部を改正する法律 平成19年３月30
日 法律第６号）及び（法人税法施
行令の一部を改正する政令 平成19
年３月30日 政令第83号））に伴い、
平成19年４月１日以降に取得する有
形固定資産の減価償却費について
は、改正後の法人税法に基づく方法
に変更しております。 
この変更に伴い、前中間会計期間

と同一の方法によった場合と比べ、
営業利益、経常利益、税引前中間純
利益がそれぞれ3百万円減少してお
ります。 
（追加情報） 
平成19年３月31日以前に取得した

ものについては、償却可能限度額ま
で償却が終了した翌事業年度から５
年間で均等償却する方法によってお
ります。 
この変更に伴い、前中間会計期間

と同一の方法によった場合と比べ、
営業利益、経常利益、税引前中間純
利益がそれぞれ6百万円減少してお
ります。 

２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 
 定率法 
 ただし、船舶及び平成10年４月
１日以降取得した建物(附属設備
を除く)については定額法を採用
しております。 

   なお、主な耐用年数は次のとお
りであります。 

建物 ３～65年

機械装置 ２～17年

船舶 ６～７年

  

 (2) 無形固定資産 
   定額法 

 (2) 無形固定資産 
同左 

 (2) 無形固定資産 
同左 
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前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 
 債権の貸倒れによる損失にそな
えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 
 従業員賞与の支給にそなえるた
め、支給見込額を計上しておりま
す。 

 (2) 賞与引当金 
同左 

 (2) 賞与引当金 
同左 

 (3) 役員賞与引当金 
 役員に対して支給する賞与にそ
なえるため、当事業年度における
支給見込額に基づき、当中間会計
期間に見合う額を計上しておりま
す。 
（会計方針の変更） 
 当中間会計期間より「役員賞与
に関する会計基準」（企業会計基準
委員会 平成17年11月29日 企業
会計基準第４号）を適用しており
ます。 
 この結果、従来の方法に比べて、
営業利益、経常利益、及び税引前
中間純利益が、7百万円減少してお
ります。 

 (3) 役員賞与引当金 
 役員に対して支給する賞与にそ
なえるため、当事業年度における
支給見込額に基づき、当中間会計
期間に見合う額を計上しておりま
す。 

 (3) 役員賞与引当金 
 役員に対して支給する賞与にそ
なえるため、当事業年度における
支給見込額に基づき、当事業年度
に見合う額を計上しております。
（会計方針の変更） 
 当事業年度より「役員賞与に関
する会計基準」（企業会計基準委員
会 平成17年11月29日 企業会計
基準第４号）を適用しております。
 この結果、従来の方法に比べて、
営業利益、経常利益、及び税引前
当期純利益が、13百万円減少して
おります。 

 (4) 退職給付引当金 
 従業員の退職給付にそなえるた
め、当事業年度末における退職給
付債務の見込額に基づき、当中間
会計期間末において発生している
と認められる額を計上しておりま
す。 
 数理計算上の差異については、
各事業年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間内の一定の
年数(10年)による定額法により按
分した額をそれぞれ発生の翌事業
年度から費用処理しております。 

 (4) 退職給付引当金 
同左 

 (4) 退職給付引当金 
 従業員の退職給付にそなえるた
め、当事業年度末における退職給
付債務の見込額に基づき計上して
おります。 
 なお、数理計算上の差異につい
ては、各事業年度の発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間内の
一定の年数(10年)による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の
翌事業年度から費用処理しており
ます。 

 (5) 役員退職慰労引当金 
 役員退職慰労金の支給にそなえ
て、役員退職金内規に基づく中間
期末基本退職金額を計上しており
ます。 

 (5) 役員退職慰労引当金 
同左 

 (5) 役員退職慰労引当金 
 役員退職慰労金の支給にそなえ
て、役員退職金内規に基づく期末
基本退職金額を計上しておりま
す。 

 (6) 船舶特別修繕引当金 
 船舶の定期的な検査改修に要す
る費用にそなえるため、改修費の
見積額の当中間会計期間対応額を
計上しております。 

 (6) 船舶特別修繕引当金 
同左 

 (6) 船舶特別修繕引当金 
 船舶の定期的な検査改修に要す
る費用にそなえるため、改修費の
見積額の当期対応額を計上してお
ります。 

４ リース取引の処理の方法 
 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。 

４ リース取引の処理の方法 
同左 

４ リース取引の処理の方法 
同左 
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前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

５ その他中間財務諸表作成のための
基本となる重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理について 
   税抜方式によっております。 

５ その他中間財務諸表作成のための
基本となる重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理について 
同左 

５ その他財務諸表作成のための基本
となる重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理について 
同左 

 ② 税額計算等における固定資産圧
縮積立金の取扱い 
税額及び法人税等調整額は、当
事業年度における租税特別措置
法の規定に基づく固定資産圧縮
積立金の積立及び取崩を前提と
して、当中間会計期間に係る金額
を計算しております。 

 ② 税額計算等における固定資産圧
縮積立金の取扱い 

同左 

 ②   ――――― 

 

 

重要な会計方針の変更 

 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等） 

 当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は3,893百万円でありま

す。 

 中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間財務諸表

は、改正後の中間財務諸表等規則によ

り作成しております。 

――――― 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は4,039百万円でありま

す。 

 財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における財務諸表は、改正後の

財務諸表等規則により作成しておりま

す。 

 

表示方法の変更 

 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

 

――――― 

（中間貸借対照表） 

前中間会計期間まで「支払手形」に含めて表示してお

りました設備支払手形（当中間会計期間末166百万円）は、

負債純資産合計の100分の1を超えたため、当中間会計期

間より流動負債の「その他」に含めて表示しております。

なお、前中間会計期間末の「支払手形」に含まれる設

備支払手形は56百万円であります。   



㈱オーナミ （9317） 平成 20年 3月期中間決算短信 

 - 34 -

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度末 

(平成19年３月31日) 

 １ 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形 

裏書譲渡高 
352百万円

 

 １ 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形 

裏書譲渡高 
483百万円

 

 １ 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形 

裏書譲渡高 
345百万円

 
※２ 有形固定資産減価償却累計額 

3,029百万円 

※２ 有形固定資産減価償却累計額 

3,059百万円

※２ 有形固定資産減価償却累計額 

2,970百万円

※３ 担保資産及び担保付債務 

下記の有形固定資産について抵

当権及び根抵当権を設定してお

ります。 

  (担保資産) 

土地 2,404百万円 

建物 228百万円 

船舶 228百万円 

合計 2,860百万円 

  (担保付債務) 

   (抵当権に係るもの) 

社債 480百万円 

一年内償還 

予定の社債 
300百万円 

長期借入金 94百万円 

一年内返済 

予定の長期 

借入金 

50百万円 

合計 925百万円 

   (根抵当権に係るもの) 

社債 600百万円

長期借入金 154百万円

一年内返済 

予定の長期 

借入金 

67百万円

短期借入金 918百万円

合計 1,740百万円

但し、根抵当権の極度額は800

百万円であります。 

※３ 担保資産及び担保付債務 

下記の有形固定資産について抵

当権及び根抵当権を設定してお

ります。 

  (担保資産) 

土地 2,404百万円

建物 501百万円

船舶 178百万円

合計 3,084百万円

  (担保付債務) 

   (抵当権に係るもの) 

一年内償還 

予定の社債 
480百万円

長期借入金 301百万円

一年内返済 

予定の長期 

借入金 

93百万円

合計 874百万円

   (根抵当権に係るもの) 

社債 600百万円

長期借入金 255百万円

一年内返済 

予定の長期 

借入金 

94百万円

短期借入金 922百万円

合計 1,871百万円

但し、根抵当権の極度額は800

百万円であります。 

※３ 担保資産及び担保付債務 

下記の有形固定資産について抵

当権及び根抵当権を設定してお

ります。 

  (担保資産) 

土地 2,404百万円

建物 220百万円

船舶 203百万円

合計 2,828百万円

  (担保付債務) 

   (抵当権に係るもの) 

一年内償還 

予定の社債 
780百万円

長期借入金 69百万円

一年内返済 

予定の長期 

借入金 

50百万円

合計 899百万円

   (根抵当権に係るもの) 

社債 600百万円

長期借入金 120百万円

一年内返済 

予定の長期 

借入金 

68百万円

短期借入金 914百万円

合計 1,702百万円

但し、根抵当権の極度額は800

百万円であります。 

※４ このうち大阪市市債6百万円を

土地賃借契約保証金として大阪

市へ供託しております。 

投資有価証券 6百万円
 

※４ このうち大阪市市債6百万円を

土地賃借契約保証金として大阪

市へ供託しております。 

投資有価証券 6百万円
 

※４ このうち大阪市市債6百万円を

土地賃借契約保証金として大阪

市へ供託しております。 

投資有価証券 6百万円
 

※５ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ流動負債「その

他」に含めて表示しております。 

※５ 消費税等の取扱い 

同左 

※５   ――――― 

※６ 中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日

をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高に含ま

れております。 

受取手形 7百万円
 

※６ 中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日

をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高に含ま

れております。 

受取手形 20百万円
 

※６ 期末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決

済処理しております。 

 なお、当期末日が金融機関の

休日であったため、次の期末日

満期手形が、期末残高に含まれ

ております。 

受取手形 17百万円
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(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 0百万円

受取配当金 5百万円
 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 0百万円

受取配当金 5百万円
 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 0百万円

受取配当金 5百万円
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 13百万円

社債利息 11百万円
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 16百万円

社債利息 11百万円
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 28百万円

社債利息 23百万円
 

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 83百万円

無形固定資産 0百万円
 

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 103百万円

無形固定資産 0百万円
 

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 171百万円

無形固定資産 0百万円
 

※４    ――――― 

 

※４    ――――― ※４ 固定資産売却益の内訳 

機械装置 4百万円
 

※５ 固定資産除却損の内訳 

建物 9百万円

解体費用 2百万円

合計 12百万円
 

※５    ――――― 

 

 

 
 

※５ 固定資産除却損の内訳 

建物 18百万円

機械装置 1百万円

その他 0百万円

解体費用 7百万円

合計 28百万円
 

 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日） 

１ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（千株） 19 2 ― 21

 

  （変動事由の概要） 

  増加の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加    2 千株 

 

当中間会計期間（自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日） 

１ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（千株） 23 2 ― 26

 

  （変動事由の概要） 

  増加の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加    2 千株 

 

前事業年度（自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 

１ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（千株） 19 4 ― 23

 

  （変動事由の概要） 

  増加の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加    4 千株 


